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公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に伴 

う情報の公表等に関する要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平

成１２年法律第１２７号。以下「法」という。）及び公共工事の入札及び契約の

適正化の促進に関する法律施行令（平成１３年政令第３４号。以下「令」とい

う。）に定めるもののほか、市が発注する建設工事（予定価格が４００万円を超

えないもの及び公共の安全と秩序の維持に密接に関連する工事であって本市の

行為を秘密にする必要があるものを除く。以下「工事」という。）の発注の見通

しに関する事項並びに入札及び契約の過程並びに契約の内容に関する事項等の

公表について必要な事項を定めるものとする。 

 （発注の見通しに関する事項の公表） 

第２条 法第７条第１項及び令第５条第１項から第４項までの規定による工事の発

注の見通しに関する事項の公表は、様式第１号により行うものとする。 

２ 前項の公表は、当該年度の４月に行うものとし、７月、１０月、１月の四半

期毎に見直しを行うものとする。ただし、災害等緊急に行うもの又は入札時期

を繰り上げて行う工事については、随時作成するものとする。 

 （入札及び契約の過程並びに契約の内容に関する事項の公表） 

第３条 令第７条第１項の規定により公表を行う事項は次のとおりとする。 

 (1) 競争入札参加資格者名簿 

(2) 工事における指名選定基準 

２ 工事について令第７条第２項の規定により公表を行う事項は次のとおりとす

る。 

 (1) 一般競争入札の資格を更に定めた場合           様式第３号 

 (2) 一般競争入札に参加させなかった理由           様式第４号 

 (3) 指名競争入札に当該業者を指名した理由 

                     様式第５－１号、様式第５－２号 

 (4) 最低価格入札者を落札者とせずに他の者を落札者とした理由       

 (5) 契約締結及び変更契約の内容               様式第８号 

 (6) 入札経過表（入札指名業者・予定価格の公表を含む。）          
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３ 山口市優良建設工事業者表彰要領第１０条（優良業者への優遇措置）第２項の

規定により審査を要さないと定める入札においては、前項第３号の理由の公表

は不要とする。 

 （入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針等に基づく公表） 

第４条 法第１７条の規定に基づいて制定された指針の規定等により公表する事

項は次のとおりとする。 

 (1) 格付業者名簿 

(2) 山口市工事執行規則 

 (3) 工事請負契約約款 

 (4) 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に伴う情報の公表等に

関する要綱 

 (5) 山口市入札参加資格者に係る指名停止等措置要領 

 (6) 山口市が発注する建設工事の契約に係る競争入札に参加する者に必要な資

格、資格審査の時期及び方法等を定める告示 

 (7) 競争入札参加資格者登録区分 

 (8) 一般競争入札方式の試行事務処理要領 

 (9) 山口市競争入札実施要綱 

 (10) 山口市郵便入札に関する要領 

 (11) 山口市低入札価格調査実施要領 

 (12) 山口市建設工事最低制限価格制度実施要領 

 (13) 山口市特定建設工事共同企業体取扱要綱 

 (14) 談合情報対応マニュアル 

 (15) 「施工体制の適正化」に関する事務取扱要領 

 (16) 工事成績評定要領 

 (17) 建設工事等の入札における入札条件及び指示事項 

 (18) 山口市建設工事総合評価競争入札実施要領 

 (19) 低入札価格調査をへて契約を締結する措置要領 

 (20) 山口市請負工事監督要領 

 (21) 山口市建設工事重点監督実施要領 

 (22) 山口市抜き打ち検査実施要領 

(23) 山口市が発注する建設工事の債権譲渡（地域建設業経営強化融資制度）の
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承諾に関する取扱要領 

(24) 山口市優良建設工事業者表彰要領 

(25) 山口市建設工事における元請・下請適正化指導要綱 

(26) 工事費内訳書取扱要領 

(27) 山口市建設工事積算内訳書事後公表要綱 

(28) 山口市の発注業務に係る職員の行動指針 

(29) 山口市競争入札参加者心得 

 (30) 山口市建設工事業者格付等級要領 

 (31) 工事における指名選定基準 

 (32) 山口市入札監視委員会設置要綱 

 (33) 山口市入札監視委員会運営要領 

 (34) 山口市発注工事における入札及び契約に係る苦情処理要領 

 (35) 山口市が発注する建設工事の入札に係る積算疑義申立て手続に関する取扱

（試行）要領 

 （公表の方法） 

第５条 公表の方法は、インターネットを利用して閲覧に供する。 

２ 閲覧期間は次のとおりとする。 

 (1) 第２条の規定によるもの           当該年度限り 

 (2) 第３条第１項及び前条の規定によるもの    通年 

 (3) 第３条第２項の規定によるもの        公表後１年を経過するまで 

 （不正行為等に対する措置） 

第６条 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があると疑うに足りる事実

があるときは、談合情報対応マニュアルに基づき公正取引委員会に通知する。 

２ 法第１１条に該当すると疑うに足りる事実があるときは、国土交通大臣又は県

知事にその事実を通知する。 

 （施工体制の適正化） 

第７条 公共工事の施工体制の適正化のために次のことを行う。 

(1) 一括下請負の禁止 

(2) 施工体制台帳の写しの提出 

(3) 施工体制状況の点検等 
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 （補足） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は平成１７年１０月１日から施行する。 

 （平成１８年から平成２８年までの改正附則は、省略する。） 

   附 則 

 この要綱は平成３１年４月３０日から施行する。 

附 則 

 この要綱は令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は令和７年７月１日から施行する。 


